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１．基本方針の趣旨 

本基本方針は、第３ 次越谷市地域福祉計画（ 以下「 現計画」 と いう 。） が令和７ ( 2025)

年度をも っ て計画期間満了を 迎えるこ と から 、令和８ ( 2026) 年度を 始期と する第４ 次

越谷市地域福祉計画（ 以下「 次期計画」 と いう 。） の策定にあたり 、 基本的な方針を

示すも のである。  

 

２．計画策定の目的及び位置付け 

⑴ 計画策定の目的 

地域福祉計画は、社会福祉法第１ ０ ７ 条に基づく「 市町村地域福祉計画」であり 、

同法第４ 条に規定さ れた「 地域福祉の推進」 に関する 事項を 定める ため策定する 。 

 

⑵ 計画の位置付け 

地域福祉計画は、 社会福祉法第１ ０ ７ 条第１ 項第１ 号において、「 地域における

高齢者の福祉、 障害者の福祉、 児童の福祉その他の福祉に関し 、 共通し て取り 組む

べき 事項」 を記載する福祉関連の上位計画と し て位置付けら れているこ と から 、 本

市の福祉関連計画（ 高齢者保健福祉計画・ 介護保険事業計画、 障がい者計画、 子ど

も ・ 子育て支援事業計画など） を 推進する上での共通理念を 示すも のである。  

 計画の策定にあたっ ては、社会福祉法改正等の国の動向や埼玉県地域福祉支援計

画の内容を踏まえると と も に、 計画の実効性を高めるため、 市の最上位計画である

総合振興計画のほか、 福祉関連計画及び防犯、 教育、 環境などの各種分野別計画と

の整合を図る 。 また、「 地域福祉の推進」 と いう 地域福祉計画と 共通の目的を持つ

「 地域福祉活動計画」 を策定する市社会福祉協議会と は、 相互に連携・ 補完し 合い

ながら 策定を 進める。  

【 社会福祉法（ 抜粋）】  

（ 地域福祉の推進）  

第４ 条 地域福祉の推進は、 地域住民が相互に人格と 個性を尊重し 合いながら 、 参加し 、 共生する地域社会

の実現を目指し て行われなければなら ない。  

 ２  地域住民、 社会福祉を目的と する事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を行う 者（ 以下「 地域

住民等」 と いう 。） は、 相互に協力し 、 福祉サービスを 必要と する地域住民が地域社会を構成する一員と

し て日常生活を 営み、 社会、 経済、 文化その他あら ゆる分野の活動に参加する機会が確保さ れるよ う に、

地域福祉の推進に努めなければなら ない。  

 ３  地域住民等は、 地域福祉の推進に当たつては、 福祉サービスを 必要と する地域住民及びその世帯が抱

える福祉、 介護、 介護予防（ 要介護状態若し く は要支援状態と なるこ と の予防又は要介護状態若し く は

要支援状態の軽減若し く は悪化の防止をいう 。）、 保健医療、 住まい、 就労及び教育に関する課題、 福祉

サービスを必要と する地域住民の地域社会から の孤立その他の福祉サービスを必要と する地域住民が日

常生活を営み、 あら ゆる 分野の活動に参加する 機会が確保さ れる上での各般の課題（ 以下「 地域生活課 

題」 と いう 。） を把握し 、 地域生活課題の解決に資する支援を行う 関係機関（ 以下「 支援関係機関」 と い

う 。） と の連携等によ り その解決を 図る よう 特に留意するも のと する。  
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（ 市町村地域福祉計画）  

第１ ０ ７ 条 市町村は、地域福祉の推進に関する事項と し て次に掲げる 事項を一体的に定める計画（ 以下「 市

町村地域福祉計画」 と いう 。） を策定するよ う 努める も のと する。  

一 地域における高齢者の福祉、 障害者の福祉、 児童の福祉その他の福祉に関し 、 共通し て取り 組むべき

事項 

二 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

三 地域における社会福祉を目的と する事業の健全な発達に関する 事項 

四 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

五 地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供さ れる体制の整備に関する 事項 

 

３．計画策定の基本的な考え方 

⑴ 基本的な考え方 

次期計画については、 以下の考え方を基本に策定を行う 。  

ア 地域共生社会の実現に向けた方向性を示す計画 
現計画に引き 続き 、「 地域における住民主体の課題解決力の強化」 と 「 包括

的な相談支援体制の構築」 に向けた方向性など、 地域共生社会の実現に向けた

方向性を 示す計画と する。  

イ 市民と企業・団体、行政等の役割分担や連携のあり方を示す計画 
地域福祉の推進に向けては、「 行政による福祉サービスの充実」 はも と より 、

「 住民相互の助け合い、 支え合い活動の促進」 を 両輪と し て進めていく こ と が

必要であり 、 地域の関係機関・ 団体、 企業や大学等と の協働による取組を推進

するこ と が重要と なるこ と から 、関係者の役割分担や連携のあり 方を 示す計画

と する。  

 

⑵ 計画に盛り込むべき事項 

社会福祉法第１ ０ ７ 条に基づき 、 次の５ つの事項を 一体的に定めると と も に、 現

計画同様、「 成年後見制度利用促進計画」「 生活困窮者自立支援方策」「 再犯防止推

進計画」など、地域福祉計画に位置付けるこ と が効果的と さ れる計画等についても 、

次期計画に位置付けるこ と と する。  

① 地域における高齢者の福祉、 障害者の福祉、 児童の福祉その他の福祉に関し 、

共通し て取り 組むべき 事項 

② 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

③ 地域における社会福祉を目的と する事業の健全な発達に関する事項 

④ 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

⑤ 地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供さ れる体制の整備に関する

事項 
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４．計画の期間 

次期計画の計画期間は、 第５ 次総合振興計画・ 後期基本計画と 合わせ、 令和８ 年度

（ 2026 年度） から 令和１ ２ 年度（ 2030 年度） までの５ 年間と する。  

なお、 計画期間において、 社会状況の変化や国、 県の動向等を踏まえ、 必要に応じ

て見直し を 行う こ と と する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．策定のプロセス・体制 

 地域福祉計画は、「 住民参加のも と 」 策定を進めるこ と が重要と さ れており 、 広く

市民等の意見を 把握し 計画に反映するため、 以下のプロセス及び体制により 、 策定を

進めるこ と と する。  

⑴ 市民参加の取組 

ア 市民・団体アンケート調査（令和６年度） 
地域福祉に対する意識や地域での活動状況・ 生活課題などを把握し 、 計画策定

の基礎資料と するため、 市民・ 団体等を対象と し たアンケート 調査を 実施する。 

【 調査概要】  

① 市民アンケート （ ３ , ０ ０ ０ 件）  

対  象： 市内在住１ ６ 歳以上の市民（ ３ 次計画時は市内在住２ ０ 歳以上の市民）  

抽出方法： 住民基本台帳より 無作為抽出 

回答方法： 郵送またはイ ンタ ーネッ ト  

② 団体アンケート （ １ , ０ ０ ０ 件程度）  

  対  象： 自治会、 民生委員・ 児童委員、 地域包括支援セン タ ー、 障がい者団体、

子育て支援ネッ ト ワーク 、 Ｎ Ｐ Ｏ 法人、 ボラ ンティ ア団体 など 

  抽出方法： 現計画策定時を ベースに調整 

  回答方法： 郵送またはイ ンタ ーネッ ト  

 

 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

基本構想

基本計画

総合振興計画

地域福祉計画

主

な

福

祉

関

連

計

画

高齢者保健福祉計画・

介護保険事業計画

障がい者計画

障がい福祉計画・

障がい児福祉計画

子ども・子育て

支援事業計画

第８期

第２期

第３次

第６期(障がい福祉)

第２期(障がい児福祉)

第４次

第５次

前期 後期

第５次

第９期

第６次

第7期(障がい福祉)

第3期(障がい児福祉)

第１期 こども計画

第10期 第11期

第8期(障がい福祉)

第4期(障がい児福祉)

第9期

第5期(児)

R7～こども計画

と一体的に策定

第2期

こども計画



 

4 

イ 団体・学生ヒアリング（令和６年度～令和７年度） 
アンケート 調査を 補完するため、地域福祉に関わる団体や大学生等に対する

ヒ アリ ングを実施する。  

【 ヒ アリ ング概要】  

① 団体ヒ アリ ング（ １ ０ 団体程度）  

対  象： 市内の地域福祉に関わる団体、 福祉サービスの提供主体 

回  数： ２ 回程度 

調査方法： 訪問やヒ アリ ング会開催による意見聴取（ オンラ イ ン含む）  

② 学生ヒ アリ ング（ ３ ０ 人程度）  

  対  象： 市内大学の学生や市内在住の大学生など 

  回  数： ３ 回程度 

  調査方法： 訪問やヒ アリ ング会開催による意見聴取（ オンラ イ ン含む）  

ウ パブリックコメント（令和７年度） 
計画素案について、 広く 市民から 意見をいただく ため実施する。  

【 パブリ ッ ク コ メ ント 概要】  

地域福祉計画の素案を 公表し 、 郵送、 Ｆ Ａ Ｘ 、 電子メ ール等により 広く 市民の意見を

募集する。  

⑵ 審議会（令和６年度～令和７年度） 

「（ 改正版） 市町村地域福祉計画、 都道府県地域福祉支援計画の策定ガイ ド ラ イ

ン（ 2021 年 3 月厚生労働省通知）」 では、「 地域福祉計画の策定に当たっ ては、 市町

村の地域福祉担当部局に地域福祉推進役と し ての地域住民、 学識経験者、 福祉・ 保

健・ 医療関係者、 民生委員・ 児童委員、 市町村職員等が参加する、 例えば「 地域福

祉計画策定委員会」 のよ う な策定組織を 設置するこ と が考えら れる。」 と 示さ れて

いる。  

本市では、 越谷市社会福祉審議会条例第７ 条に基づき 、「 地域福祉に関する事項」

を 調査審議する地域福祉専門分科会を 設置し ており 、上記ガイ ド ラ イ ンと 同等のメ

ンバーで構成さ れているこ と から 、 次期計画についても 、 現計画同様に本分科会に

おいて、 調査審議いただく こ と と する。  

【 社会福祉審議会・ 地域福祉専門分科会の概要】  

所掌事項： 地域福祉に関する事項 

※ 現計画についても 、 策定時に本分科会で調査審議いただいたほか、 毎年進捗状況の報告  

  を行い、 計画について評価いただく こ と と し ている。  

主な 審議事項： ①地域福祉の推進に関するこ と  

②地域福祉計画に関する こ と  

③重層的支援体制整備事業に関するこ と  

委員構成： １ ７ 人（ 現任： 社会福祉事業従事者４ 人、 学識経験者１ ３ 人( う ち公募３ 人) ）  
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⑶ 庁内体制 

ア 政策会議 
次期計画の「 策定基本方針」「 計画素案」 等については、 本市の最高協議機

関である政策会議に諮るこ と と する。  

【 政策会議における付議事項】  

 ①市の行政運営の基本方針及びこ れに係る年度執行計画に関する事項 

②重要な施策、 新規事業等の策定に関する事項 

③市の組織、 財政その他行政機能に重大な影響を 与える事項 

④その他市長が必要と 認める事項 

【 構成員】（ 令和５ 年度）  

 市長、 副市長、 教育長、 危機管理監、 市長公室長、 総合政策部長、 行財政部長、  

総務部長、 市民協働部長、 福祉部長、 地域共生部長、 子ども 家庭部長、 保健医療部長、

環境経済部長、 建設部長、 都市整備部長、 市立病院事務部長、 消防長、 教育総務部長、

学校教育部長 

イ 検討委員会 
地域福祉計画は、福祉関連分野が共通し て取り 組むべき 事項を記載する福祉

分野の「 上位計画」であり 、総合振興計画や各種福祉関連計画と の調和を 図り 、

かつ、 福祉・ 保健・ 医療及び生活関連分野等と の連携を 確保する 必要があるこ

と から 、 庁内横断的な検討を行う ため、 地域共生部長を委員長、 福祉部長を 副

委員長と する検討委員会を設置する。  

また、 検討委員会の補助機関と し て、 地域共生推進課長を 部会長、 地域共生

推進課管理職( 調整幹または副課長) を 副部会長と する作業部会を設置する。  

【 検討委員会の概要】  

 ① 検討委員会 

   計画案や計画に盛り 込む施策や事業等について、 分野横断的な検討を 行う 。  

   ［ 委員長］ 地域共生部長 ［ 副委員長］ 福祉部長 ［ 委員］ 構成課所長 
 ② 作業部会 

   各分野の現状分析と 課題整理を 行い、 計画策定に向けた調査研究を 行う 。  

   ［ 部会長］ 地域共生推進課長 ［ 副部会長］ 地域共生推進課管理職( 調整幹または副課長)  

   ［ 委員］ 構成課所職員 

【 構成部課所】（ 令和６ 年度（ 予定））  

部 室 課 所 

危機管理室 危機管理室 

市長公室 人権・ 男女共同参画推進課 

総合政策部 政策課 

市民協働部 市民活動支援課、 く ら し 安心課 

福祉部 福祉総務課、 生活福祉課、 障害福祉課 

地域共生部 地域共生推進課、 地域包括ケア課、 介護保険課 

子ども 家庭部 
子ども 施策推進課、 子ども 福祉課、 こ ども 家庭センタ ー、  

保育入所課、 保育施設課、 青少年課 

保健医療部 健康づく り 推進課、 保健総務課こ こ ろの健康支援室 

都市整備部 都市計画課、 建築住宅課 

教育総務部 生涯学習課 

学校教育部 指導課、 教育センタ ー 
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⑷ その他 

次期計画の策定にあたっ ては、計画策定におけるノ ウハウを 有するコ ンサルタ

ント 事業者に業務委託するこ と で、市民参加の取組による意見の取り まと めや地

域福祉に関する調査・ 分析などの専門的な助言等により 、 効率的かつ効果的に計

画策定を行う 。 また、 現計画の重点事業のひと つに掲げる「 福祉Ｓ Ｏ Ｓ ゲーム※」

をさ ら に発展さ せた取組と し て、誰も が必要なと き に必要と する社会資源の情報

を把握するこ と ができ る手法の検討を行う 。  

さ ら に、「 地域福祉の推進」 と いう 共通の目的の下、 地域福祉計画と の両輪を

成す地域福祉活動計画を 策定する 市社会福祉協議会と 連携を 図り ながら 策定を

進める。  

   ※ 福祉Ｓ Ｏ Ｓ ゲーム…「 地域の社会資源が記載さ れた地図」 と 「 困り ごと を抱える世帯の事例
カ ード 」 を使用し 、 困り ごと の解決策を地域住民等がグループワーク を通じ て話し 合う こ と
で、 福祉の課題解決力を高めると と も に、 地域の社会資源を知るこ と ができる取組。  

【体制図】 

 

 



 

 

６．策定スケジュール 
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R5年度 R8年度

1～3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4～5月

●１ ●２ ●３

地域福祉専門分科会 ●１ ●２ ●３ ●４ ●５ ●６ ●７

●１ ●２

●１ ●２ ●３ ●４ ●５ ●６

作業部会 ●１ ●２ ●３ ●４ ●５ ●６

事　務　局

審
議
会

社会福祉審議会・全体会

庁
内
体
制

政策会議

検討委員会

R6年度 R7年度

市
民
参
加
の
取
組

市民・団体アンケート調査

団体・学生ヒアリング

パブリックコメント

委託契約 計画骨子の検討 施策体系の検討

【諮問】

パブコメ準備・対応

計画修正案作成

計画最終案

作成

印刷契約

納品

計画素案の作成

【答申】



 

 

 


